











































































生取引（bona fide civil transactions）」の妨害を禁じるWAの精神に反するとの議論も正しいもの
ではない。今回の措置によって輸出が認められなくなったのは、「真の民生取引」に該当しない取
引だからである。今回の措置がターゲットとするのは安全保障上のインプリケーションをもつダイ
バージョンのリスクであり、その民生取引に及ぼす影響の程度は（輸出許可申請の繁雑化や審査プ
ロセスの長期化などがあるにせよ）限定的であろう。
おわりに
　今回の措置を通して日本政府は、韓国の輸出管理体制およびその履行体制が国際的標準にあうも
のになることを期待しているといえる。もとより輸出管理の国際的な平準化は、ハイテク分野の自
由で健全な交易の基盤にも資するものである。日本政府の今回の措置は、けっして自由貿易体制に
背を向けるものでも、保護主義的な措置を意図するものでもない。むしろ輸出管理の平準化を進め
ることで、ハイテク貿易に絡む安全保障上のリスクを抑えつつ、自由貿易体制の基盤を整備するも
のと見るべきものである。
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